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●歴史的な水準にある有効求人倍率 

全国の有効求人倍率は、直近の 2016年 7月で1.37倍となり、1991年以来の歴史的な水準に達している。

その中でも、特に上昇が目立つのは地方圏（1.31倍）であり、2000年代のいざなみ景気の水準を大きく超

え、都市圏の1.43倍に迫る動きをみせている（図表1）。 

その背景としては、15～64 歳の生産年齢人口の減少に伴

い、求職者が増えにくくなっていることが挙げられよう。も

ちろん求人も増えているとはいえ、歴史的な水準といえるほ

どではない。どちらかといえば、求職者が少ないことで、求

人が充足されずに滞留し、結果として求人倍率の上昇につな

がっている部分が大きいとみられる。 

 

●実際の地方圏の求人倍率はもう少し高い 

すでに高水準にある地方圏の求人倍率であるが、それでも

実態よりも低めに出ていると考えられる。 

というのも、新たに人材を募集してもなかなか採用できな

いため、求人を現地ではなく、都市部で出す動きが増えてい

るからである。通常、求人は提出された職安ごとに集計され

るが、それとは別に、実際の就業地ベースで再集計したデー

タも存在する。両者を比べると、地方圏では就業地ベースの

求人が職安ベースを上回っていることが分かる（図表2）。 

就業地ベースの求人をもとに、地方圏の有効求人倍率を計

算し直すと、前述の1.31倍から 1.38倍へと上昇する。 

 

●地域ごとの求人倍率にゆがみ 

一方、都市圏では、就業地ベースで集計し直すと求人数が

減るため、地方圏とは反対に有効求人倍率は低下する。直近

では、1.43倍から1.38倍に下がることになり、なかでも南

関東の低下が激しい（図表 3）。もちろん関西も、1.29倍か

ら1.28倍へと若干ながら低下する。 

一般的に、求人倍率は景気のバロメーターととらえられる

ことが多く、足元も上昇を続けていることが、景気に対する

楽観論の根拠にもなっている。ただし、地方圏の求人が都市

圏で出される傾向が強まることで、地域ごとの求人倍率には

歪みが出ていることに注意が必要であろう。 

テーマ：地方圏の求人倍率は実態よりも低めに出ている 

～公表ベースでは 1.31倍であるが、実態は 1.38倍と推定～ 

【図表1】 

【図表2】 

【図表3】 
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